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要旨要旨要旨要旨: 

本論文は論理プログラミング言語による社会的選択問題のモデリング手法（LPMSC）を提案した．また実装
に PROLOG を用い，2人 3代替案の場合のギッバード＝サタスウェイトの定理を自動証明した．さらにこの
場合の制限領域で，操作不可能な社会的選択関数が存在する非独裁的許容領域を自動設計した． 

 

 

1. はじめにはじめにはじめにはじめに 
社会的選択理論(Arrow, 1963; Sen, 1982)は，投票

や市場経済などの社会的意思決定のメカニズム
を抽象化し，診断･設計するための基礎である．
今日，その応用は，情報技術にも及ぶ．1

  

より具体的には，個人の選好順序や社会的な意
思決定ルールをモデリングし，その特性を診断し
たり、あるいは所定の要求を満たす意思決定ルー
ルを設計したりする．  

しかし，例えば操作不可能な意思決定ルールは，
非制限領域において独裁性を含意してしまう（ギ
ッバード＝サタスウェイトの定理による）ので，
望ましい社会的選択を行うには，いずれかの条件
を緩和しなければならないが，許容範囲内でどの
ように変更すればよいだろうか． 

意思決定支援システムの研究では，多基準モデ
ルを用い，GUIを備えた完成度の高いものがある
が，しかし筆者の知る限り，そのような実装やシ
ミュレーションは殆どなされていない．そこで本
論文では実際に PROLOG によって社会的選択問
題をモデリングし，まず上記の不可能性定理を自
動証明する．例外的に犬童(2002)がナッシュ遂行
に PROLOG を応用しているが，そこで用いられ
た素朴な生成検査法では，これは事実上不可能で
あった． 

                                                           
1
 より一般的には，メカニズムデザインと呼ばれ，しばし

ばゲーム理論を伴う．そのより新しい応用分野はマルチエー

ジェントシステムやグループ意思決定支援である．例えば，

オークションのプロトコール(Sandholm, 1999)，会議のスケジ

ューラー(Ephratiet et al., 1994)などである．自律分散環境では，

利己的なエージェントたちの計算資源利用が，システム全体

の目的に反しないように調整する必要がある．しかし従来の

研究では，真の選好を聞き出すため，VCGメカニズム（ク

ラーク税）に頼っていた．そのような（準線形の）制限的領

域では選好変化への対処も必要だ．例えば，協調的知識ベー

スシステム(Wong, 1994)では信念更新モデルが流用されてい

る．さらに伝統的な自発的メカニズムと同じく，結局，それ

らを使ってもらえない可能性を排除できない． 

また論理プログラミングによって社会的選択
関数を設計するための LPMSC手法を提案し，そ
のシステム実装例を示す．まず次節で LPMSC手
法について概略し，続く 3節で社会的選択に対す
る制約条件をモデリングする．第 4節はギッバー
ド＝サタスウェイトの定理を自動証明する．また
第 5節において，非独裁的な制限領域を自動設計
する．最後にまとめとする．  

 

2. 社会的選択社会的選択社会的選択社会的選択のののの論理論理論理論理モデリングモデリングモデリングモデリング 
本論文では，緩やかに，その実装を伴った社会

的選択問題の実行可能な論理モデリングのこと
を LPMSC法と呼ぶ．その特色は以下のように述
べられる． 

●個人の選好順序，社会全体の意思決定ルール，
およびそれらが満たすべき，あるいは避けるべき
諸条件（制約）を，論理モデルないし論理プログ
ラミングによって表す． 

●上記の論理モデル，とくに意思決定ルールを，
シミュレーション実行できるプログラミング言
語に翻訳する（間接的 LPMSC法）か，あるいは
直接実行できる（直接的 LPMSC法）． 

●直接的 LPMSC の簡便な方法として，
PROLOG による実装を推奨する．またルール生
成の際，制約を利用し，計算効率を高める． 

なお，標準的な PROLOG 言語については
Clocksin and Mellish (2003)などを参照されたい．
また最適化問題への論理と制約に基づくアプロ
ーチにかんしては，Hooker(2000)が詳しい． 

LPMSC 法のユーザーは，まず以下に述べる基
本要素，次いで諸条件をモデリングする．またシ
ミュレーション（自動定理証明）を用い，意思決
定ルールの要求仕様を定める．さらに第 4節に述
べる不可能性定理を避けるため，一部の条件を緩
和し，現実的な落としどころを見出すだろう．

社会的選択社会的選択社会的選択社会的選択問題問題問題問題のためののためののためののための論理論理論理論理プログラミングプログラミングプログラミングプログラミング 
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図図図図 1    代替案，エージェント，選好順序 

 

 
図図図図 2    社会的意思決定ルール（SCFの場合） 

 

図図図図 3    市民主権，パレート原理，（非）独裁性 

 

図図図図 4    操作（不）可能性，（非）単調性 

 

 

図図図図 5    操作不可能な SCFを生成するコード 

 

 

図図図図 6    SP⇒D，SP⇔MおよびM＆CS⇒Pの証明 

 

% the domain 
all_profile_of_rankings(L):-
   findall((R1,R2),
     profile_of_rankings( [R1,R2]),
   L).
% a generic constructor
auto_scf( FL,Property):-
   all_profile_of_rankings( L),
   auto_scf( FL, L, Property).
% initial stage of recursions
auto_scf( [],[], _).
% scf without constraints
auto_scf( [R-> X | H], [R|Q], free):-
   auto_scf( H,Q,free),
   alternative( X).

% no taboo alternative
citizens_sovereignty(Scf):-
   forall(
     alternative(A), 
     member( _->A, Scf)
   ).
%  Pareto principle
is_Pareto_efficient_at_profile( (R1, R2)->Y):-  
   \+ (
     prefer_x_to_y( X, Y, R1), 
     prefer_x_to_y( X, Y, R2)
   ). 
is_Pareto_efficient_scf( Scf):-
   forall(
     member( V, Scf),
     is_Pareto_efficient_at_profile( V)
   ).
%  dictatorship
is_dictatorial_scf( Scf,J):-
   is_ranking_of(J,L,R),
   forall(
     member(L->X, Scf),
     \+ prefer_x_to_y( _,X, R)
   ).
is_non_dictatorial_scf( Scf):-  
   \+ is_dictatorial_scf( Scf, _).  
is_ranking_of(1,(R,_),R).
is_ranking_of(2,(_,R),R).

set_of_alternatives([a,b,c]).
set_of_agents([1,2]).
alternative(X):- 
  set_of_alternatives(A),
  member(X,A).
agent(J):- 
  set_of_agents(N),
  member(J,N).
possible_ranking( r(1), [a,b,c]).
possible_ranking( r(2), [a,c,b]).
possible_ranking( r(3), [b,a,c]).
possible_ranking( r(4), [b,c,a]).
possible_ranking( r(5), [c,a,b]).
possible_ranking( r(6), [c,b,a]).
prefer_x_to_y(A,B, R):-
   possible_ranking( R, O),
   append( _,[A|C],O),
   member(B,C).
possible_ranking_of( J, R, O):-
   agent(J),
   possible_ranking(R, O).

%  manipulability
is_manipulable_at_profile( Scf,(R,R2)->X,(Q,R2)->Y,1):-  
   member( (Q,R2)->Y, Scf),
   prefer_x_to_y( Y, X, R).
is_manipulable_at_profile( Scf,(R1,R)->X,(R1,Q)->Y,2):-  
   member( (R1,Q)->Y, Scf),
   prefer_x_to_y( Y, X, R).
is_strategy_proof_scf( Scf):-  
   forall(
     member( V, Scf),
     \+ is_manipulable_at_profile( Scf, V,_,_)
   ). 
%  (Maskin) monotonicity
preference_reversal( (R1,R2)->X, (Q1,Q2), (J,W)):-
   is_ranking_of(J,(R1,R2),R),
   is_ranking_of(J,(Q1,Q2),Q),
   prefer_x_to_y( X, W, R),
   prefer_x_to_y( W, X, Q).
is_non_monotonic_at_profile( Scf, R->X, Q->Y):-  
   member( Q->Y, Scf),
   Y \= X,
   \+ preference_reversal( R->X, Q, _).
is_monotonic_at_profile( Scf, R->X):-  
   \+ is_non_monotonic_at_profile( Scf, R->X, _).  
is_monotonic_scf( Scf):- 
   forall(
     member( V, Scf),
     is_monotonic_at_profile( Scf, V)
   ). 

% strategy-proof scf

auto_scf( [R-> X | H], [R|Q], sp):-
   auto_scf( H,Q,sp),
   alternative(X),
   \+ is_manipulable_at_profile( H, R->X,_,_),
   \+ (
     member(V, H),
     is_manipulable_at_profile( [R->X|H], V,R->X,_)
   ). 



さて，具体的にモデリング対象となる社会的選
択問題の基本要素は以下のようである．  

●有限な代替案の集合A={a, b, …}，エージェ
ントの集合N＝｛1, 2, …, n｝． 

●選好．各エージェントのペア比較ｒⅰ⊆A×A，
ⅰ∈Nないしランキング．すべての完備的，推移
的，非反射的（弱選好なら反射的）な 2項関係を
Σと書く．許容的選好順序は R⊆Σ，ｒⅰ∈R． 

また社会的意思決定ルールには以下の2種類が
ある． 

●社会厚生関数（SWF）の場合，全員の選好順
序からなる任意のプロフィールｒN＝(ｒ1

, ｒ2
, …, 

ｒn
)∈R

N＝××××ⅰ∈N（Rⅰ）に対し，完備的かつ推移
的な選好順序を定義する．SWF⊆R

N×R． 

●社会的選択関数（SCF）の場合，同じく任意
の選好順序プロフィールに対して，ある代替案社
会的選択対応(SCC)ではその部分集合）を定義す
る．SCF⊆R

N×A． 

SCFの方が，投票の手続きを抽象化したものと
して解釈しやすいだろう．本論文で SCF の場合
を論じる．なお SWFの方は Indo(2006)で論じる． 

図 1と図 2に，2人 3代替案の非制限領域，す
なわちA={a, b, c}，N={1, 2}の場合の選好順序と
その SCF を，なんら明示的な制約なしに生成す
るコードと実行例をそれぞれ示した． 

 

3. 社会的選択社会的選択社会的選択社会的選択にににに対対対対するするするする制約条件制約条件制約条件制約条件 
社会的意思決定ルールとしての SWFや SCFの

特性ないし基準として代表的なものを以下に挙
げる． 

●非制限的領域 (条件 U）．定義域である可能
な選好順序を制限しない．つまりＲ＝Σ． 

●市民主権（条件 CS)．値域が制限されない． 
●弱いパレート原理（条件 P）．全員一致なら

ば，社会全体もそれを選ぶ． 

●無関係な代替案からの独立性（条件 IIA）．２
者択一は当該の代替案についての選好パタンだ
けで決定される． 

●非独裁性（条件￢D）．社会の決定がつねにあ
る一人の欲すままにならない．  

●操作不可能性（条件 SP)．あるメンバーが自
分の選好を偽ることで，社会全体の決定を有利に
導くことができない． 

●単調性（条件 M）．あるプロフィールで選ば
れた案は，誰かにとってランク落ちしないかぎり，
プロフィール変更後も選ばれる．  

図 2 の方法で生成した SCF は，条件 U を満た
す．また図 3と図 4に上記の制約に対応するコー
ドを抜粋して示した．その他．多数決，公平性，
簡潔性，計算可能性など，さまざまな基準がある
が，省略する．また強選好のとき，次の性質が知
られる． 

M⇔SP．  (1) 

CS&M⇒P．  (2) 

式(1)はMuller and Satterthwaite (1977)による． 

本論文のコードにより，読者は実験を通じて，
これらの制約のはたらきを容易に確かめられる．
とくに条件 SPまたはM（定理Aの場合 IIA）は，
これらはそれ自体で特定の値を定めないが，制約
としては強力である．実際，合理的な選好順序を
前提として，プロフィール間で決定性を伝播する．  
 

4. 不可能性定理不可能性定理不可能性定理不可能性定理のののの自動証明自動証明自動証明自動証明 
社会的選択理論の初期の成果は，望ましい社会

的意思決定ルールとしての SCF の困難性を示す

以下の定理に集約される． 

定理定理定理定理GS．(Gibbard, 1973; Satterthwaite, 1975) ３

つ以上の代替案があり，SCF が条件 U および条

件 CSを満たすとき，SP⇒D． 

また SCWについての次の定理は，いわゆるア

ローの一般不可能性定理として知られる． 

定理定理定理定理A．(Arrow, 1963) ３つ以上の代替案があ

るとき，U＆P＆IIA＆￢Dを満たす SWFはない． 

なお次節に示すように両定理は論理的に同値

である．また類似の方法によって証明できる（例

えば Reny (2001)を見よ）． 

一般の場合の定理の解説や証明については，文

献に譲る．以下では２人３代替案かつ強選好（線

形順序）の場合のGS定理の自動証明を示す．  

原理的には，前節で示したコードを用い，SCF

を生成してから，操作可能性を事後的にチェック
できるが，この方法で所定の要求を満たす SCF

や SWF を作るのは，効率的でないか，あるいは
事実上不可能である． 

そこで，図 5のように再帰的に SCFを生成する
過程で，条件 SP を用いて割当てできる代替案を
制限する．ただし，図 4 で示したものと異なり，
双方向の制約を課していることに注意する．すな
わち，１）現時点でのプロフィールから見て，す
でに割当てたプロフィールへと操作可能なもの
がないか，２）また現時点のプロフィールが，す
でに値を割当てたプロフィールから見て操作可
能な変更先になっていないか，両方チェックする． 
主張主張主張主張 1．図 5 に示すプログラムは，図 1～4 の

プログラムと共に用いることによって，3代替案

2人の場合の操作不可能な SCFを枚挙し，かつ定

理GSを正しく模擬する． 

論証：すべてのプロフィールをチェックし終え
た時点では，条件 SP が満たされている(図 5 の
is_strategy_proof/1 で確かめられる)．また条件 SP

に反しない割当て可能性が，この方法により排除
されることはない．よって主張 1の前半は満たさ
れる．実際，図 6上に示すとおり，２種類の独裁
的ルールが導出され，かつそれ以外の SCF は作
れない．2

 よって主張内容は満たされた． 

                                                           
2
 ちなみにその実行時間は PCで SWF-Prolog 5.0.9を用い

0.125秒（表なしのとき 0.078秒）であった．また条件 SPを



図図図図 7    非独裁的な制限領域 

 

また図 6 下側は式(1)および式(2)を証明したも
のである．よって条件 M を用いても同じ結果を
得る．表出力については，読者の練習問題とする． 
 

5. 非独裁的非独裁的非独裁的非独裁的制限領域制限領域制限領域制限領域のののの設計設計設計設計 
前節の定理 A における条件 U は，非自明な 3

代替案の存在に緩められる(Arrow, 1963)．また以

下の定理は，制限領域における 2種類のモデリン

グを，2人 3代替案の場合に結びつける． 

定理定理定理定理KM．(Kalai and Muller, 1977)  許容領域R

⊆Σ上で，2 人以上，ある SWF が非独裁性￢D

を満たす⇔2 人のとき，ある SWF が￢D を満た
す⇔2人以上のとき，ある操作不可能な SCFが￢
Dを満たす．  

またその必要十分条件（領域の分解可能性3）
は 3代替案の関係として述べられるが，コードは
紙幅の都合により省く． 

本節では，前節のコードを用い，SP&CS＆￢D

を満たす許容領域R⊆{r(k)|k=1, 2, …, 6}を実際に生

成してみよう．図 7はその実行結果である．若干

のコード変更をしているが，読者に委ねる． 

図 7に列挙された領域は，もちろん非制限的￢
Uであり，かつ自明なペア比較（つまり全員の判
断が常に一致）の集合が空である．  

                                                                                             

満たす SCFは，条件 CSを満たさない 15個を含め，各プロ

フィールに対して暫定的に値割当てを490回成功させており，

またその後のバックトラックによる棄却は 11回である．こ

れは 17個分のプロフィール総数より少ない． 
3
 ただし各代替案がトップランクになる 3つのケースでは

SCFで選べないので CSを満たさないが分解可能となる．ま

た強選好（線形順序）なので循環は除去する必要がある． 

 

6. まとめまとめまとめまとめ 
SWF や SCF の性質は社会的意思決定システム

の論理的仕様に対して，厳密な限界線を引く．本
論文では，素朴な生成検査でできなかった不可能
性定理の証明は，累積的制約の方法により解決で
きた．また制限領域での自動設計についても可能
になった．必ずしも社会的選択問題を深く洞察で
きたといえないが，操作不可能性や権限設定の必
要を伴うさまざまな現実的なシステムへの応用
が考えられる．今後の課題としたい． 
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